
　　　　　　　主　　　文
１　原判決を取り消す。
２　被控訴人らの訴えをいずれも却下する。
３　訴訟費用及び補助参加費用は，第１，２審とも，被控訴人らの負担とする。
　　　　　　　事実及び理由
第１　当事者の求めた裁判
１　控訴人ら
（１）　本案前の申立て（ただし，控訴人Ａを除く。）
ア　原判決を取り消す。
イ　被控訴人らの訴えをいずれも却下する。
ウ　訴訟費用は，第１，２審とも，被控訴人らの負担とする。
（２）　本案の申立て
ア　原判決中，控訴人ら敗訴部分を取り消す。
イ　被控訴人らの請求をいずれも棄却する。
ウ　訴訟費用は，第１，２審とも，被控訴人らの負担とする。
２　被控訴人ら
（１）　本件控訴をいずれも棄却する。
（２）　控訴費用は控訴人らの負担とする
第２　事実関係
１　次のとおり補正するほか，原判決「事実及び理由」欄の第二記載のとおりであ
るから，これを引用する。
（１）　原判決２頁９行目の「被告補助参加人」を「控訴人３名補助参加人」と訂
正する。
（２）　同３頁３行目の「被告東芝，被告富士電機」を「控訴人株式会社東芝（以
下「控訴人東芝」という。）及び控訴人富士電機株式会社（以下「控訴人富士電
機」）という。）」と訂正する。
（３）　同３頁９行目の「被告補助参加人」を「補助参加人」と訂正する。
（４）　同４頁４行目の「被告Ａ」を「控訴人Ａ」と訂正する。
（５）　同４頁６行目の被告Ｂ」を「１審被告Ｂ（同人については原判決が確定し
た。）」と訂正する。
（６）　同４頁１１行目の「また」から５頁２行目までを「）を締結し，また，平
成３年７月１５日，本件基本協定に基づいて平成３年度の年度実施協定を締結し，
平成４年２月１４日，上記年度実施協定の一部変更協定を締結したほか，事業団と
の間で，本件浄化センター建設にかかる一連の協定を締結した（上記各協定を「本
件委託協定」と総称する。争いがない。）。」と訂正する。
（７）　同５頁９行目の「本件各入札に関して談合が行われ」の次に「，これによ
って，公正な入札が実施されれば形成されたはずの落札価格に比して，現実の落札
価格が高額になったことにより，三重県が損害を受け」を付加し，１０行目の「住
民監査請求」を「，住民監査請求（以下「本件監査請求」ともいう。）」と訂正す
る。
（８）　同２１頁９行目の「東芝」を「控訴人東芝」と訂正する。
（９）　同２７頁１行目の「成立も」を「成立は」と訂正する。
２　当審
における当事者の主張（本案前の申立ての理由）
（１）　控訴人ら
ア　地方自治法２４２条２項所定の期間制限の適用を受ける，いわゆる「不真正怠
る事実」とは，怠る事実として構成すると，必然的にある特定の違法な財務会計行
為を論理的前提とせざるを得ないものをいう。
　そして，被控訴人らが主張する怠る事実（控訴人らに対する談合行為に基づく損
害賠償請求権の不行使）は，必然的に三重県の平成３年度の年度実施協定（以下
「本件年度実施協定」）という。）と，その一部を変更するため平成４年２月１４
日に締結された一部変更協定（以下「本件変更協定」という。）の違法を論理的前
提とするから，上記怠る事実は不真正怠る事実であり，上記期間制限の適用を受け
る。
イ　本件各工事についての談合による三重県の損害を発生させた同県の支出負担行
為は，本件年度実施協定であり，仮にそうでないとしても，本件入札後である平成
４年２月１４日，同入札結果を踏まえて締結された本件変更協定である。
　したがって，地方自治法２４２条２項所定の１年間の期間は，遅くとも本件変更



協定締結のときから起算すべきであるから，本件監査請求は上記期間経過後の請求
として不適法であるので，本件訴訟も不適法として却下されるべきである。
（２）　被控訴人ら
ア　地方自治法２４２条２項所定の期間制限の適用を受ける不真正怠る事実の監査
請求とは，特定の財務会計行為の違法，不当を主張する監査請求と表裏一体の関係
にあるものに限られる。
　そして，地方公共団体が談合（詐欺）によって違法に高額の契約を締結したこと
に基づく，同談合行為者らに対する損害賠償請求権の不行使を理由とする監査請求
は，単に財務会計職員が違法に高額の契約を締結したことのみを理由とする監査請
求と表裏一体の関係にあるとはいい難いから，後者の監査請求は真正怠る事実にあ
たるので，上記期間制限の適用は受けない。
イ　本件年度実施協定は，本件入札の前に締結されたものであるから，談合の結果
を踏まえたものとはいえないので，違法な支出負担行為とはいえない。本件変更協
定も，本件入札の結果を踏まえて締結されたものではないから，違法な支出負担行
為とはいえない。
　したがって，控訴人らの上記（１）アの見解に立っても，違法な財務会計行為が
存在しない以上，本件監査請求の対象たる「怠る事実」は，真正怠る事実であり，
地方自治法２４２条２項所定の期間制限の
適用を受けない。よって，本件監査請求は適法であるから，本件訴訟も適法であ
る。
第３　当裁判所の判断
１　前記第二の一の各事実，証拠（乙ハ１，丙１の１，２，丙２の１，２，丙３，
４，丙１５，丙４５）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。
（１）　三重県と事業団は，平成元年９月３０日，本件基本協定を締結した。本件
基本協定は，数年次にわたる建設工事の全体の基本的事項について契約するもので
ある。三重県は，本件基本協定において，事業団に対し本件浄化センターの建設工
事を委託し，その完成予定年度は平成５年度とし（３条），予定概算事業費を４４
億５０００万円（うち取引に係る消費税額は１億２９６１万１６５０円）と定め
（４条），上記の完成予定年度及び予定概算事業費については，設計内容の変更，
国の毎年度の予算の配布状況，賃金又は物価の変動などを考慮した上で，必要に応
じて，三重県と事業団とが協議して，変更することができるものとされた（３条，
４条）。なお，本件基本協定の予定概算事業費は，平成４年９月２９日，４４億５
０００万円から５２億円に改められた。
　また，三重県と事業団とは，本件基本協定を実施するため，各年度に行う建設工
事の内容及びその範囲，費用，施設の引渡しその他必要な事項について，毎年度，
年度実施協定を締結するものとされ（１１条），年度実施協定に基づいて，事業団
は建設工事を行い，三重県は建設工事に要する費用を負担するものとされた。さら
に，事業団は，建設工事に関し建設業者と工事請負契約を締結したときは，速やか
に三重県にその概要を通知するものとされた（９条）。
　なお，上記費用は，工事費及び管理諸費からなり，管理諸費は，受託業務費用負
担細則に従って算出される金額である。
（２）　三重県と事業団は，平成３年７月１５日，本件基本協定に基づいて本件年
度実施協定を締結した。本件年度実施協定においては，平成３年度において事業団
が行うべき建設工事の内容が定められ，その中に本件各工事が含まれており（１
条），上記各建設工事の完成期限は平成５年３月３１日とされた（ただし，平成３
年度国庫補助対象額にかかるものについては，平成４年３月３１日とされた。２
条）。また，同建設工事の施行に要する費用は，２４億１２００万円（うち消費税
７０２５万２４２７円）とされ（３条），上記は三重県の予算に計上される扱いと
されていた。さら
に，本件年度実施協定では，その対象である建設工事が完成したときは，事業団は
費用の精算を行うものとされ，精算の結果生じた納入済額と精算額との差額は三重
県に還付されることと定められていた（７条）。
　なお，その後である平成４年２月１４日，本件変更協定が締結され，建設工事の
施行に要する費用が２４億１２００万円（うち消費税７０２５万２４２７円）から
２６億１６００万円（うち消費税７６１９万４１７４円）に改められた。
（３）　事業団は，平成３年８月２２日に受変電設備工事の，同月２７日には電気
設備工事の指名競争入札をそれぞれ実施したところ，控訴人東芝が，受変電設備工
事について１億８５００万円で，電気設備工事については５億１４５０万円でそれ



ぞれ落札した。
（４）　事業団と控訴人東芝とは，上記入札結果に基づき，平成３年８月２２日，
本件受変電設備工事に関する請負契約を締結した。同契約によれば，工期は同月２
３日から平成５年３月１８日まで，請負代金額は１億９０５５万円（うち消費税５
５５万円）とされていた。
　また，事業団と控訴人東芝とは，平成３年８月２７日，本件電気設備工事に関す
る請負契約を締結した。上記契約によれば，工期は同月２８日から平成５年３月１
８日まで，請負代金額は５億２９９３万５０００円（うち消費税１５４３万５００
０円）とされていた。
（５）　三重県は，事業団に対し，本件年度実施協定に基づいて，次のとおり建設
費用を支払った。
ア　平成３年１０月３日１億７９７２万００００円
イ　平成３年１１月５日１億４６７２万５２００円
ウ　平成３年１２月５日４０３８万００００円
工　平成４年３月１１日５２０３万５６００円
オ　平成４年３月２５日６億１６１３万９２００円
カ　平成４年６月１５日５億４５０３万２６００円
キ　平成４年１１月１３日２億６８９９万２２００円
ク　平成４年１２月２５日５３５６万００００円
ケ　平成５年３月５日１億５７７８万１２００円
コ　平成５年３月２９日５億５５６３万４０００円
（６）　事業団と控訴人東芝は，本件受変電設備工事請負契約について，平成４年
３月１８日に支払限度額の一部変更を，平成５年３月２２日に設計変更に伴う請負
代金の一部増額等（従前の代金額に２９万８７００円を増額して，総額を１億９０
８４万８７００円にした。）をそれぞれ合意し，事業団は，控訴人東芝に対し，上
記代金を平成５年５月１８日までにす
べて支払った。
（７）　事業団と控訴人東芝は，本件電気設備工事請負契約について，平成５年３
月５日に設計変更に伴う請負代金の一部減額等（従前の代金額から２４７万２２０
０円を減額して，総額を５億２７４６万３０００円にした。）を行い，事業団は，
控訴人東芝に対し，上記代金を平成５年５月１８日までにすべて支払った。
（８）　本件各工事の請負契約の代金は，全額，本件年度実施協定に基づいて三重
県から事業団に支払われた費用をもって賄われている。
（９）　その後，事業団は，本件年度実施協定に関する精算を行い，三重県に対
し，年度完了精算報告書を提出した。同報告書によれば本件各工事を含むすべての
工事について，三重県の納入済額と精算額とは一致しており，三重県に対する還付
金額は零円であった。
２　上記１の事実及び前記第二の一の事実に基づいて，本件監査請求の対象たる事
実が真正怠る事実，不真正怠る事実のいずれにあたるかを判断する。
（１）ア　三重県が事業団に対して本件各工事の施行に係る費用を支払ったのは，
三重県が，本件年度実施協定及び本件変更協定の締結により，事業団に対し上記費
用を支払うことを約束したことに基づくものであって，本件年度実施協定及び本件
変更協定が有効に存在する限り，事業団に対し上記費用を支払うことは，三重県の
義務である。
　言い換えれば，本件においては，本件年度実施協定及び本件変更協定（財務会計
行為としての「支出負担行為」，地方自治法２３２条の３）に違法又は無効がない
限り，これら協定に基づく上記費用の支払（財務会計行為としての「支出」，地方
自治法２３２条の４第２項）を違法ということはできないから，同費用の全部又は
一部の支払が三重県の損害にあたるとはいえない。
イ　ところで，三重県が事業団に対しどのような工事についていくらの費用を支払
うか，言い換えれば，本件年度実施協定及び本件変更協定の内容をどのように定め
るかは，三重県の財務会計上の判断に基づくものである。
　そして，三重県の財務会計職員が，上記判断を誤って，事業団との間で，より低
額の工事費用を定めて締結できるはずの年度実施協定や変更協定を，実際には，よ
り高額の工事費用を定めて締結したときは，同財務会計職員に故意，過失がなくて
も，上記各協定は地方財政法４条に違反する支出負担行為として，客観的に違法と
なり，これに基づく支出も違法となるから，三重県には
同違法支出額相当の損害が発生するということができる（談合行為は，上記判断の



過程に作用して，財務会計職員の判断を誤らせ，客観的に違法な支出負担行為をさ
せることによって，これに基づく違法な支出をさせ，これによって地方公共団体に
対し損害を与えるものである。）。
ウ　上記の観点からは，被控訴人らの本件監査請求が，談合行為の存在を理由と
し，地方自治法２４２条１項に基づくものである以上，三重県が上記談合行為者ら
に対し損害賠償請求権を有するという被控訴人らの主張の中には，論理的前提とし
て，三重県と事業団が締結した本件年度実施協定及び本件変更協定は違法である旨
の主張が含まれていると考えざるを得ず，これら協定（支出負担行為）が違法であ
るからこそ，同協定に基づいて行われた費用支払（支出）の一部が三重県の損害に
あたると主張されているものというべきである。
　言い換えれば，被控訴人らが三重県の控訴人らに対する損害賠償請求権の不行使
を怠る事実として構成する以上，損害発生を主張しなければならないが，その損害
は，談合によってつり上げられた価格とあるべき適正な価格との差額であって，あ
るべき適正な価格とは，地方財政法４条１項が規定する目的達成のための必要最小
限度の価格であるがら，被控訴人らが損害の発生を主張すると，必然的に地方財政
法４条１項に違反した違法な価格で上記各協定を締結したという事実を主張する関
係になる。
　したがって，本件監査請求は不真正怠る事実に係るものに該当し，談合に加わっ
たが落札しなかった者に対する請求も，談合に加わって落札した者に対する請求と
同様，当該財務会計行為から１年間の監査請求期間の制限に服することとなる。
エ　ちなみに，被控訴人らは，本件年度実施協定にも本件変更協定にも違法はない
から，違法な財務会計行為は存在しないので，本件監査請求の対象事実は「真正怠
る事実」である旨主張する。
　しかし，前記のとおり，三重県に違法な財務会計行為がなければ，同県に談合
（不法行為）による損害が発生することはあり得ず，被控訴人らが，談合により三
重県に損害が生じたと主張して本件訴訟を提起しながら，本件年度実施協定にも本
件変更協定にも違法はなく，違法な財務会計行為は存在しないと主張するのは，背
理というべきである。また，本件変更協定は，本件の入札の後に締結されているの
であるから，本件の談合に起因する違法な財務会
計行為を観念することができないということはない。
（２）ア　ところで，被控訴人らは，地方自治法２４２条２項所定の期間制限の適
用を受ける不真正怠る事実の監査請求とは，特定の財務会計行為の違法，不当を主
張する監査請求と表裏一体の関係にあるものに限られると主張する。
　しかし，上記主張によると，談合に加わって落札した者に対しては，これに基づ
く地方公共団体との間の契約などを違法な財務会計行為としてとらえ，当該行為に
係るものとして監査請求を構成すれば，その監査請求は，地方自治法２４２条２項
所定の期間制限の適用を受けるのに対し，談合を談合者らの地方公共団体に対する
共同不法行為としてとらえ，同不法行為に基づく損害賠償請求権の行使を怠る事実
として構成すれば，その監査請求には上記期間制限が及ばないことになる。しか
し，このような結果は，昭和６２年最高裁判決の趣旨，すなわち，監査請求の法的
構成を変えることにより地方自治法２４２条２項所定の期間制限を潜脱することを
認めれば，同条項の制限が設けられた趣旨を没却することになるとの趣旨に反する
ことになる。
　また，上記見解によると，落札者に対する監査請求の場合は，財務会計行為の相
手方として上記期間制限が及ぶが，談合には加わったものの落札しなかった者に対
する監査請求は，真正怠る事実として上記期間制限を受けないこととなり，不合理
な結果となる。
　よって，被控訴人らの上記主張に係る見解は採用できない。
イ　被控訴人らは，地方自治法２４２条１項所定の違法，不当な財務会計行為と
は，財務会計職員に違法，不当な行為がある場合を指し，地方公共団体の相手方等
（談合者など）に違法，不当な行為があるのみの場合を含まないと主張する。
　しかし，地方自治法２４２条１項は，文理上，被控訴人ら主張のような限定をし
ていない。また，監査請求は，地方公共団体の財政の腐敗防止を図り，住民全体の
利益を確保する制度であり，しかも，監査請求を前置手続とする住民訴訟において
は，明文をもって「当該行為又は怠る事実」に係る相手方に対し損害賠償の請求を
することができることを規定していること等にかんがみると，違法又は不当な財務
会計行為があれば，住民がこれについてすべて監査請求をすることができるのは当
然であって，被控訴人らが主張するように，財務会計職員が違法，不当な行為をし



た場合と「当該行為若しくは怠る事実」に係
る相手方が違法，不当な行為をした場合とを区別して考える理由はない。
３　本件監査請求の請求期間の起算日
　前記１の事実関係によれば，本件監査請求の請求期間の起算日は本件変更協定の
締結日であると解するのが相当である。
　なぜなら，地方公共団体においては，契約などの支出負担行為に基づいてされた
履行行為としての支出は，当該支出負担行為が違法でない限り，支出自体を違法な
ものと解することはできないところ，前記認定のとおり，本件年度実施協定の締結
の後に本件各契約が締結され，その後に本件変更協定が締結され，支出負担行為の
内容に変更を生じているものがあると認めることができる事実関係の下では，その
最後の変更協定が締結されたときを基準として，本件変更協定による変更を加えた
本件年度実施協定の内容に被控訴人ら主張の談合行為に起因する違法事由がなかっ
たかどうかを判断するのが相当であり，かつ，それが監査請求の対象になっている
と考えられるからである。
　なお，被控訴人らは，地方公共団体に談合の事実が発覚した時点から１年の期間
が起算されると解すべきである旨主張するが，これは，要するに，談合行為が秘密
裏に行われていたので，本件監査請求の直前近くまで，三重県及びその住民がその
事実を知り得なかったというにすぎず，これは，下記４の「正当な理由」の有無の
問題として考慮すべきものであって，監査請求期間の起算点の主張としては失当で
ある。
４　地方自治法２４２条２項ただし書の「正当な理由」の有無（１）　前記１ない
し３及び前記第二の一の事実によれば，本件監査請求は，地方自治法２４２条２項
本文所定の監査請求期間を経過した後に行われたことになるが，被控訴人らは，同
期間徒過について同条同項ただし書所定の「正当な理由」があると主張するので，
これについて判断する。
（２）　地方自治法２４２条２項本文が監査請求期間を定め，かつ，当該行為のあ
った日又は終わった日という客観的な時点を始期としたのは，監査請求の対象とな
る財務会計行為は地方公共団体の行政行為であるから，たとえそれが違法，不当な
ものであったとしても，これをいつまでも住民が争い得るものとしておくことは好
ましくないとの考慮に立ったものと解される。
　したがって，地方自治法２４２条２項ただし書にいう「正当な理由」も上記趣旨
に即して解釈すべきものであり，この「正当な理由」が認められるのは，当
該財務会計行為がことさら秘密裏になされた場合等に限られる。その上で，地方公
共団体の住民が相当の注意をもって調査すれば，客観的にみて当該行為を知ること
ができたといえるかどうか，また，監査請求が，当該行為を知ることができたと認
められるときから相当な期間内になされたかどうかによって判断すべきことにな
る。
（３）　そこで，本件についてみると，本件年度実施協定や本件変更協定の内容，
金額などが秘密にされていたことをうかがわせる証拠はない。
　もっとも，本件において財務会計行為を違法とする事情としての談合行為は，そ
の性質上，事業団及び控訴人ら以外の者にとって知ることが容易でなかったことは
容易に推察される。
　しかし，証拠（乙ロ５，６，丙５２の１，２，丙５３）及び弁論の全趣旨によれ
ば，平成６年１０月６日の朝日新聞が，事業団発注の電気設備工事の入札をめぐっ
て，控訴人東芝及び控訴人富士電機その他の大手電気メーカー５社並びに中堅電気
メーカー４社の合計９社が，過去数年間にわたり，毎年「ドラフト会議」と称する
会合を開いて，そこで同年度発注の百件程度の工事につき談合していた疑いがある
として，公正取引委員会が調査している等報じたこと，平成７年３月６日及び同年
６月７日，公正取引委員会が，事業団発注の電気設備工事をめぐる談合事件につい
て，上記９社などを独占禁止法３条違反等により，検事総長に対して告発し，その
ころその旨広く報じられたこと，平成７年６月１５日，事業団発注の電気設備工事
をめぐる談合事件について，上記９社などが独占禁止法３条違反等により起訴さ
れ，そのころその旨広く報じられたこと，公正取引委員会が，上記起訴後である平
成７年７月，控訴人東芝及び控訴人富士電機らに対して課徴金納付命令を発してお
り，そのころその旨広く報道されたことが認められる。
　したがって，上記刑事訴追及び公正取引委員会の告発，課徴金納付命令の対象と
なった談合には，本件の談合は含まれていないものの，上記各報道がされた後直ち
に，三重県民が，上記新聞報道等を端緒として，相当の注意力をもって調査を開始



すれば，その後２年間もの期間を要せずして，本件各契約に関する支出負担行為の
存在及び同支出負担行為が被控訴人らの談合行為による金額を基礎とするものでは
ないかとの疑いを抱くに足りる事実を知ることはできたというべきであるから，上
記報道から２年以上経過した
平成９年１０月１６日になされた本件監査請求には，監査請求期間の徒過について
正当な理由があるとはいえない。
（４）　したがって，本件監査請求は，地方自治法２４２条２項本文所定の監査請
求期間を経過した後にされたことにより，不適法であるから，本件訴訟もまた不適
法である。
５　以上のとおりであるから，被控訴人らの訴えはいずれも不適法であるので，原
判決を取り消して，本件訴えをいずれも却下し，訴訟費用の負担について民事訴訟
法６７条，６１条，６５条を適用して，主文のとおり判決する。
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